第９回大阪府障がい者等の職場環境整備等支援組織認定等審議会　議事概要

日時：令和６年２月７日（水）　午後２時から午後４時まで
場所：福祉総務課会議室（オンライン併用）

＜会議の成立について＞
　出席委員数　５名（本審議会の委員総数５名の過半数）
　（大阪府障害者等の職場環境整備等支援組織認定等審議会第５条第３項により、会議が有効に成立）

＜会議の公開＞
　会議の公開に関する指針に規定する「会議の公開の基準」に基づき、公開とする。
※議題２については、「大阪府情報公開条例第８条又は第９条の規定に該当する情報に関し審議する場合」に該当するため、非公開。

■福祉総務課長あいさつ

■報告１「部会の開催状況」について
＜事務局説明＞
資料１―１、資料１－２により事務局説明

■報告２「「障害者等の職場環境整備等支援組織」の活動状況」について
＜事務局説明＞
資料２により事務局説明

　＜質疑・意見＞
（委員）
報告書について、年１回報告いただくことになっていますが、今は提出されているのでしょうか。
提出されているのであれば、次回審議会から、報告書を添付いただいた方が、より具体的な内容を確認することができるので、いいのではないかと思います。

（事務局）
報告書は担当課あてに提出をしていただいており、内容の確認をしております。
支援組織に対して、公開の会議の場である審議会の資料とすることを伝えていないため、確認をさせていただきたいと思います。

（委員）
報告事項のため、何も資料がないのは適切ではないと考えます。この部分は公開、この部分は非公開などの整理をいただければと思います。

（事務局）
現時点の報告書が公開を予定していないため、次回に向けて調整したいと思います。

■議題１　「これからの行政の福祉化」について
＜事務局説明＞
資料３により事務局説明
・主な内容として、「清掃業務による就労訓練の場の提供、ハートフルオフィス等」「府庁舎での生活困窮者自立支援就労訓練の場の提供」「市町村での実施状況」「社会福祉法人への普及啓発」を説明。

　＜質疑・意見＞
（委員）
・報告書（案）に対してのご意見等、また、行政の福祉化についての幅広いご意見等をよろしくお願いします。

（委員）
・１点目、P3「知的障がい者受け入れ」はH29から減っている理由を教えてください。
・２点目、P7「ひとり親の非常勤雇用」は会計年度職員として雇用しているのでしょうか。（非常勤職員としての雇用がなくなり、会計年度職員雇用に制度が変わったのか）
・３点目、P10「表1-10（指定管理者制度導入施設における就職困難者等の雇用状況）」の「参考：提案数」、「既雇用者数」は何の数字でしょうか。

（事務局）
・１点目について。職場実習の主な対象者は、府立支援学校、府内就労支援を行っているところに案内をしているものです。表の数字は本庁職場（大阪市内）。動きとして、市町村でも同じ取組みが進んできており、家から遠い大阪市内よりも近場の市町村に通うといった状況が出てきています。また、令和２年、３年については、コロナの影響で実習場所自体が１所属になっているということが数字現象の大きな要因。令和４年については、実習受入れを再開しています。
・２点目について。担当課が本日不在のため、後日報告させていただきます。
・３点目について。現在、公園などで指定管理者制度を導入しているところ。障がい者を雇用している場合は、継続雇用をお願いしているところです。既雇用者がいない場合は、新規雇用をお願いしています。
　　表の内訳として、「新規雇用」が46人。「既雇用者」が293人。「事業者が新規雇用で提案」した数が19人です。

（委員）
・P3「知的障がい者受け入れ」は、実習希望者が手をあげたら、全員実習できるのでしょうか。受入れ部署にも限りがあることは理解しています。

（事務局）
・これまでも手をあげられた方は、できる限り受け入れる対応をしてきております。希望に部署に行けるかはマッチングの調整を人事課で行っています。

（委員）
・Ｐ28　3-7法人への働きかけについてですが、社会福祉法人がどのように取組みを行っているのでしょうか。

（事務局）
・現状は、社会福祉法人において、総合評価入札導入や行政の福祉化の取組みを行っているという報告をもらうことはしておりません。今後に向けて、民間も含めて行政の福祉化の取組みを進めていただきたいという趣旨で行っています。現状把握については、今後の課題と認識しています。

（委員）
・報告書について、口頭での補足説明が多い印象。「市町村とのつながり」「社会福祉法人への働きかけ」など大事なことをもう少し書き込んでいいのではないのかと思います。表の数字で減ってきている推移があった場合、分析や理由など、書けることは記載するなどの検討をしてはどうでしょうか。可能な範囲でお願いします。

（事務局）
・表の数字の推移を見て、分析し、施策につなげていくことは必要だと認識しています。報告書に落し込む形（総評、各項目ページ等）にするのかも含めて検討したと思います。

（委員）
・行政の福祉化については、P24等にこれまでの取組みが記載されており、年によっての取組みが変わってきたものと認識しています。これまでは「どうなったら成功か」などの目標値を定めて進めてこなかった部分もあります。ただ、それを行おうとした場合、横串しを通したような部局をまたぐ取組みであるため、行政の福祉化の取組みの整理が必要と考えています。
　 また、地域共生社会の観点からも行政の福祉化は重要と認識しています。例えば、重層的支援は、今までやってきた行政の縦割りを柔軟にできないかという動きだが、その課題に対して、府としてどう考えるか。行政の福祉化というフレーズはいち早く進めてきており、「行政の既存の資源をより新しく使っていく部分はないかという視点」でやってきていると思います。
　行政の福祉化について、もう少し広めな観点でもみなさんから意見を伺いたいと思います。

（委員）
・大阪府の取組みは、全国の地方自治体の中で先進的と認識しています。ちなみに、昨年、東京都において「社会的責任に配慮した調達に係る有識者会議」が設置されました。市民にとって基礎自治体は市町村であり、大阪府で取り組んでいることが市町村に伝わっていない現状があると思います。そのため、府の取組みを市町村に広めていくことが必要で、府内市町村との連携が非常に重要と考えます。また、民間にも広めることも見据えて、府としてモデルとなる取組みを進めていくことが必要と考えます。

（委員）
・総合評価入札制度については、各自治体からは、事務方の業務量が多くなるという話も聞きます。P13、14に府の総合評価入札導入施設の記載があるが、例えば、大規模施設の10施設は多いのか少ないのか。また、総合評価入札を推進していることは理解しているが、それが今よりも進まない障壁となっていることは何なのかをお聞きしたいです。
・もう１点、就労の話になりますが、非常勤雇用や軽微な作業を集めて就労の場を確保するなどはいい取組みだと思います。その中で、正規職員への登用の状況はどうなのかをお聞きしたいです。

（委員）
・男女共同参画に特に関わってきた経験から、この分野では大阪府は先進的なモデルになるような取組みを進めていると認識います。大阪府市の歴史は、福祉にとても敏感で一生懸命な地域だと思います。この報告書を次に活かせるようなものにできればといいと考えます。

（委員）
・P23のIT関連について。学校に移転したのは良かった。教育と就労が離れている事が多いが、そこが近づいてきているような印象です。また、パソコンが70台あるが、４名が受講。70台の使用目的がはっきりすると有効活用されていると認識しています。
・働くに届かない人は場所がないというのが現状だと思います。特に発達障がいは、なかなか就労に結びつかないため、居場所をつくることができればいいと考えます。

（委員）
・目標ではないが、府として、どのような形で進めていければいいのか、どう普及していくのかについて、市町村への働きかけなどもどのように進めていけるかについて、働く場所の広がりについて、事務局の見解はどうでしょうか。

（事務局）
・市町村への働きかけについては、現在、市町村担当者会議で総合評価入札や指定管理者制度等の導入の働きかけを行っています。また、市町村アンケートも行っており、総合評価の取組み状況などを確認しています。市町村としても、課題や事務負担があるとも聞いています。アンケートだけではなく、市町村から意見をもらう機会が設けられれば、今よりも進んでいくのでは考えます。
・総合評価入札の大規模施設は、大阪府庁や警察などの大きな施設のため、対象が限られている。中規模も含めて、施設が増加すれば増える可能性があるが、整備計画に基づいての動きになると思います。
・ITステーションの講座については複数あり、そのうち、就労講座を受けているのが4名という位置づけです。聴覚、視覚障がいの方などのための講座分として70台を使用しています。
・生活困窮者と重層的支援について、行政の福祉化は、重層的支援の参加支援につながってくると考えます。例えば、市町村担当者会議等で、重層につながる視点で行政の福祉化の働きかけを検討していきたいと思います。

（委員）
・市町村アンケートについて、市町村で進めている取組みを出してもらうなどもいいのではないかと考えます。

（事務局）
・行政の福祉化は歴史があり、これまで取組みを進めてきました。最初の課題意識があり、現在、ある程度の形ができている状況にあると認識しています。その上で、庁内において、行政の福祉化に焦点をあてる意識も薄れてきている部分もあります。福祉部として動かないと他部局は動かないものであることを前提に、庁内での認識を取り戻す必要があると認識しています。

（委員）
・庁内向けのアンケートの実施も検討してはどうかということを申し添えて、議題１の議事は終了する。

議題２　「事業者等の認定にかかる意見聴取」について
・議題２については非公開になります。　「地方自治法施行令第１６７条の２第１項第３号の規定による「生活困窮者の自立の促進に資すること」の認定基準より、事業者等の認定を行うにあたっての意見聴取」について、事務局より説明をお願いします。

＜事務局説明＞
資料４、配付資料により事務局説明。

　＜質疑・意見聴取＞
委員質疑及び事業者等の認定にあたっての意見聴取
